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平成12年度産地概況調査結果について

０．本調査結果のポイント

　平成11年における全国の産地の総生産額は、11兆
0,023億円（前年比5.2％減）であり、平成12年は、10
兆7,097億円（同2.7％減）の見込みとなっている。平
成12年の産地の企業数は60,183となり、平成11年と比
べて2,451企業減少（3.9％減）している。
　産地の抱える問題は、「内需の不振」（83.0％）、
「受注単価の低下」（50.0％）などが上位を占め、長
引く不況の影響を反映している。
　こうした状況下において、企業が産地として集積す
ることのメリットを生かすには、技術者・熟練工を始
めとする労働力の確保・育成が大きな課題となってい
る。
　一方で、近年は、消費者への直接販売が増加傾向に
あるほか、インターネットのホームページを作成し、
製品や企業の情報を発信している組合等や企業が増加
しており、全体の８割の産地では何らかの形でホーム
ページによる情報発信を行っている。

平成13年４月27日
中 小 企 業 庁

・調査時点　平成12年９月末

　　　　　　但し、意識調査（産地における問題等）の記入時点

　　　　　　は、平成12年11月。

・調査対象　年間生産額が、おおむね５億円以上の553産地。
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１．総生産額

・全国産地の平成11年の総生産額は、11兆0,023億円
（前年比5.2％減）。平成12年は、10兆7,097億円
（同2.7％減）の見込み。

　平成11年における全国の産地の総生産額は、11兆0,023億円（前年比

5.2％減）であった。業種別に生産額の内訳を見ると、「繊維・衣服合

計」が最も多く４兆2,032億円（全体の38.2％）、次いで「食料品」１

兆9,273億円（全体の17.5％）、「繊維」１兆8,782億円（全体の17.1％）

の順となっている。

　また、平成12年の総生産額の計画又は見込みは、10兆7,097億円（前

年比2.7％減）となっており、業種別に前年比を見ると、「機械・金属」

の0.2％増を除いたすべての業種でマイナスとなっている。

平成12年
 (計画又は見込み) 前年比

合計 110,023 107,097 -2.7%
食料品 19,273 19,135 -0.7%
繊維・衣服合計 42,032 40,049 -4.7%
木工・家具 9,911 9,583 -3.3%
窯業・土石 4,940 4,691 -5.0%
機械・金属 17,706 17,750 0.2%
雑貨・その他 16,161 15,889 -1.7%

平成11年

生産額
（単位：億円）
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２．産地の企業数

・平成12年の産地の企業数は60,183となり、平成11年
と比べて2,451企業減少（前年比3.9％減）している。

　平成12年９月末における産地の企業数は60,183と、平成11年と比べて

2,415企業の減少（前年比3.9％減）となっている。また、最近５年では

13,086企業が減少（17.9％減）しており、その内訳は、「三大圏（東京

圏・名古屋圏・大阪圏）」が7,959企業、「地方圏」が5,127企業であっ

た。

産地の企業数の推移
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３．産地の抱える問題

・産地の抱える問題は、「内需の不振」、「受注単価
の低下」など、長引く不況の影響を反映したものに
なっている。

　産地の抱える問題については、「内需の不振」を挙げた産地が83.0％と

最も多く、次いで「受注単価の低下」を挙げた産地が50.0％と、多くの産

地が長引く不況の影響を受けていることが分かる。

　また、「競合輸入品の増加」を挙げた産地が40.6％、「熟練技術・技能

工の高齢化」を挙げた産地が23.4％、「後継者難」を挙げた産地が22.9％

等と、構造的な問題を抱える産地もある。

産地の抱える問題（上位５項目、複数回答）
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４．集積メリットの動向

・産地として企業が集積することにより、部品調達や
情報収集、公的支援の面で有利。
・技術者・熟練工を始めとする労働力の確保・育成が
大きな課題。

　産地の現在の集積メリットを見ると「原材料・部品調達が容易」

（40.6％）、「適切な分業体制が築かれている」（38.2％）、「市場情報

収集が容易」（37.2％）、「地域として公的支援を受けやすい」（35.0％）

と回答した産地が多く、多数の企業が隣接することにより、部品等の調達

や情報収集、公的支援の面で有利であることがうかがえる。

　一方、失われつつあるメリットを見ると、「熟練技術・技能工の確保が

容易」(47.6%)、「人材の育成が容易」(26.9%)と続いており、技術者・熟

練工を始めとする労働力の確保・育成が大きな課題となっていることがう

かがえる。

集積メリットの動向
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５．販売戦略の動向

・近年は、消費者への直接販売が増加傾向。

　消費者への直接販売を行う比率の変化（３年前と比べて）については、

「大幅に増加」と「やや増加」の合計が37.7％を占め、「やや減少」

（12.7％）、「大幅に減少」（4.6％）を抑えて増加傾向が続いている。

消費者への直接販売を行う比率（３年前との比較）
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６．ＩＴの活用状況

・ホームページによる情報発信は増加。

　産地内でインターネットのホームページを作成し、製品や企業の情報を

対外発信している組合等や企業の有無については、約８割が「実施してい

る」としており、何らかの形でホームページの作成に取り組む産地が増加

している。

ホームページによる情報発信の実施状況
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